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概要：大学生の学びの在り方を，大学図書館の図書館利用教育という側面から明らかにす
る。この際の着眼点として図書館利用教育を受けた後に，その教育内容が大学生の学びの
構造の中にどのように位置付けられているのかということに注目した。そこで，本研究で
は量的なアンケート調査に止まらず，具体的に学生にインタビューを行う質的な調査によ
って，彼らの意識に近づくことを試みた。その結果，入学初年次度に実施される図書館利
用教育の理解度の高い学生ほど，その後の図書館の利用頻度が高いことが判明するなど，
従来の図書館利用教育だけでは大学生の学びの実態にそぐわない現状が明らかになった。
結論として在学期間を通した持続的な図書館利用教育が求められており，情報リテラシー
を含めた図書館利用教育の新たなガイドラインを提案する。 
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1. はじめに 
1.1 研究に関わる問題の所在と目的 
 大学教育が問われている。インターネット環
境の出現によって，ここ 10 数年間に情報環境が
著しく変容し，大学生の「学びの在り方」と密
接に関わる「情報リテラシー」も根本的な見直
しが迫られている。そんな中で，本研究では大
学生の「学びの在り方」について，大学図書館
の図書館利用教育という側面から取り組むこと
にした。 
 アンケート調査の結果，入学初年次の大学図
書館の利用者教育も，2〜４年生と学年が上がる
につれ，どのような図書館利用教育を受けたか
のかの印象が薄れ，大学図書館を十分に活用で 
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きていないことなどが判明した。 
 これらの結果をもとに，大学図書館の効果的
な図書館利用教育，さらには大学，図書館が密
接に連携した情報リテラシー教育の現状と問題
点にアプローチし，新たな図書館利用教育ガイ
ドラインの提案を試みた。 
1.2 研究の方法・対象 
 アンケート調査は公立 A 大学，私立 B，C 両
大学の３大学に在学する大学生を対象に実施し
た。公立 A 大学は 1～2 年生，私立 B 大学は１
年生，私立 C 大学については２～４年生を対象
に行った。 
 私立Ｂ大学で 1 年生を調査の対象にしたのは
大学入学後の初年次に図書館利用教育を受け，
(1)受講後に図書館の利用に関する意識，利用形
態がどのように変化したのか？(2)図書館利用教
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育の実効性－の２点について，対面でのインタ
ビュー調査も実施するためである。また，私立
C 大学で２〜４年生を対象にしたのは，同様に
図書館利用に関する意識，利用形態の変化をさ
らに長期間にわたって調査するためである。 
 対象人数は，公立Ａ大学は，2008 年度と 2010
年度に「情報の探索と利用」を受講した 155 人，
私立Ｂ大学では 204 人，私立Ｃ大学では 48 人の
学生にアンケート調査とインタビューによる聞
き取り調査を行った。  
 アンケート内容に関しては２種類を用意した。
公立 A 大学では，図書館利用教育に関する設問
は行わず，現在の情報環境に，どのように接し
ているかに関する調査を行った。私立 B，C 両
大学では図書館利用教育に関する設問に重点を
置いた。小，中，高校での図書館利用教育，図
書館を利用した学習などに関する設問をはじめ，
大学での図書館利用教育での理解度，大学図書
館での利用頻度，大学図書館に対する意識など
について調査した。 
 
2. 大学生の学びの現状 
2.1 青少年を取り巻く情報環境 
 2009 年に内閣府が行った『青少年のインター
ネット利用環境実態調査』1で，小，中，高校生
の携帯電話(PHS を含む)の所有状況【図１】を
みると，高校生の 95.4％が自分専用の携帯電話
を所有している。 
 また，2007 年の『第 5 回情報化社会と青少
年に関する意識調査』2によると，携帯電話でイ
ンターネット・サイトにアクセスする高校生の 5
人に 1 人の割合（20.1％）で，学習に利用して
おり，大学・大学院の学生も 40.4％が携帯電話
を学習に使用している。また，携帯電話による
インターネットの利用時間をみると，高校生で
は約 40％（39.1％）が 2 時間以上も利用してお
                                                     
1 http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/h21/ 
net-jittai/pdf-index.html（確認:2010/11/10 確認） 
2 http://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/jouhou5/index.html（確
認:2010/11/10 確認） 
り，平均時間も 97.5 分と，友人とのコミュニケ
ーションなどの情報の交換に止まらず，インタ
ーネットでの情報収集などにも利用されており，
最も使用される情報端末であることが明らかで
ある。 
2.2 A 大学のアンケート調査に見る 
大学生の情報源 
 現在の情報環境に大学生がどのように接して
いるかに関する調査を行った公立 A 大学のアン
ケート調査では，2008 年の調査では 89.5％，
2010 年では 96.5％の学生がメールアドレスを
持っていた。 
 メールアドレスの取得先を携帯電話キャリア
（以下，K アドレス）と，インターネット・プ
ロバイダーあるいはフリーメール（以下，I アド
レス）の 2 つに区分して，それぞれの情報検索
行動の差異を調べた。 
 その結果，検索サイトの利用頻度では，「よく
使う」と回答した学生が I アドレスの 79.5％に
対して，K アドレスは 50.7％と 30％近く低かっ
た。 
 ネットの閲覧内容については，趣味・娯楽関
連は K アドレスが 43.0％，I アドレスが 40.7％
とほぼ同様の結果だった。しかし，授業・レポ
ート関連とニュース関連を合計した数字をみる
と，M アドレスの 25.5％に対して，I アドレス
は 35.5％と 10 ポイント高い結果になった。つま
り，I アドレスを持つ学生のほうが検索サイトを
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学習に関した情報収集に活用している比率が高
いことが判明した。 
 その他の質問に対する回答を含め，メールア
ドレスの取得先によって情報収集行動に差異が
あり，結果を集約すると以下の 3 点になる。 
(1)携帯電話のメールアドレスしか持っていな
い大学生は，娯楽や生活関連に関する検索をす
ることが多く，インターネット・プロバイダー
やフリーメールのアドレスを持っている大学
生の方が検索サイトで，授業関連，ニュース検
索によく利用していた。  
(2)2008 年，2010 年とも，１年生よりも２年生
の方が，授業・レポート関連やニュース関連の
検索に利用することが多かった。  
(3)2008 年，2010 年とも，前期より後期のほう
が，授業・レポート関連やニュース関連の検索
に利用することが多くなる。つまり，大学での
授業，学習が進むにつれて，ネット上での情報
検索の必要性を認識するようになり，入学前，
あるいは入学当初は，高校生までと同様に携帯
電話を利用して，検索サイトでは趣味や娯楽に
関する検索が中心だった学生が，１年生後期か
ら２年生後期にかけて変化を見せている。 
 上記の３点からは，1 年生，特に前期時点では
主に携帯電を使用していた学生が，授業やレポ
ートの執筆にパソコンを利用した情報検索・情
報収集が必要になり，１年生後期から 2 年生に
かけて，自分専用のパソコンを購入したり，大
学内に設置された共用のパソコンを利用するよ
うになると考えられる。 
 
3. 情報リテラシ  ー
3.1 情報リテラシーの概要 
 「情報リテラシー」とは，自己の目的に沿っ
て情報を収集し，分析し，使用する「情報の読
み書き能力」を意味する。「情報リテラシー」と，
コンピュータを利用して情報を収集，利用する
「コンピュータ・リテラシー」とは混同されや
すいが，本来は別物である。しかし，コンピュ
ータ，インターネットの普及による急速な情報
化の進展から，本研究では厳密には区分せず，
「コンピュータ・リテラシー」を包含したリテ
ラシーとしての「情報リテラシー」を捉えるこ
ととする。 
 この情報リテラシーをレイヤー構造として見
ると【図 2】 のようになり，本来の意味でのリ
テラシー（言語運用能力）を基盤として，その
上部レイヤーに 4 レイヤーが存在する。基盤で
ある言語運用能力の上層のレイヤーとして，問
題発見，情報探索，批判的思考，情報活用の各
レイヤーが存在する。 
3.2 情報リテラシー教育の変遷 
情報リテラシーの概念が誕生した背景には，
情報社会の急速な進展がある。個人が多様な情
報を有効に活用し，伝達していくことが求めら
れるようになり，1970 年代半ばに情報リテラシ
ーの概念が登場した。しかし，研究は急速な進
展をみせることはなく，やっと 1980 年代の終
盤になって米国の図書館界を中心にして情報リ
テラシーに対する論議が活発になった。 
1989 年に P.センブレイビク，E.ゴードン共
著『情報を使う力—大学と図書館の改革』3が出
版され，その中で著者は「情報リテラシーは，
情報化時代を生き抜くための技能である。情報
リテラシーを身につけている人々は，生活の中
にあふれている大量の情報におぼれることなく，
特定の問題を解決したり，意思決定を行うため
                                                     
3 原著＝Patricia Senn Breivik , E.Gordon Gee『Information 
Literacy: Revolution in the Library』,Oryx Press,1989 年 
情報リテラシーのレイヤー構造【図 2】  
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にはどのようにして情報を見つけ，評価し，効
果的に用いればよいのかを知っている」と定義
している。 
また，1989年には『米国図書館協会(American 
Library Association ALA)情報リテラシー諮問
委員会最終報告書=1989年』4が公開されるなど，
情報リテラシーと図書館の利用を結びつけ，広
範囲な観点から図書館の利用者教育が見直され
るようになった。 
 1990 年代に入ると，アメリカでは経済を支え
て行くには高度な技術を備えた人材育成が必要
であるとされ，情報リテラシーに関する数多く
の文献が刊行された。日本でも，1990 年には当
時の文部省が『情報教育に関する手引き』を発
表。また，1998 年には日本図書館協会から『図
書館利用教育ガイドライン』が示されるなど，
情報リテラシー教育に対する取り組みが活発化
した。 
インターネットが 1990 年代後半から商用化
され，ブロードバンド回線によって通信インフ
ラの整備が進んだ。一般家庭にも普及した 2000
年代に入ると情報リテラシーに関連した概念と
して「コンピュータ・リテラシー」の必要性も
注目されるようになった。 
また，2005 年前後にはインターネット環境が
大きく変化し，従来の情報リテラシーの定義に，
新たに情報の信頼性を峻別する能力が求められ
るようになるなど，急激な社会環境の変化にと
もなって，情報リテラシーの概念も変容を求め
られるようになった。 
3.3 情報リテラシー教育の現状 
 日本における情報リテラシー教育への取り組
みは 1990 年に当時の文部省が作成した『情報教
育に関する手引き』に始まる。その後，情報化
社会の急速な変化にともない 2002 年には新学
習指導要領の完全実施を機に，従来の手引きが
見直された新
．
『情報教育に関する手引き』が作
                                                     
4 http://www.ala.org/ala/mgrps/divs/acrl/publications/ 
whitepapers/presidential.cfm        (確認:2010/10/20) 
成された。 
 高校では 2003 年に普通科の必修科目として
「情報」が新設された。「情報Ａ」（情報活用の
実践力），「情報Ｂ」（情報の科学的な理解），「情
報Ｃ」（情報社会に参画する態度）の 3 科目のう
ち，いずれか１科目を履修する。3 科目とも２
単位で，50 分授業を週に 2 回，1 年間に 35 週
にわたって受けることになっている。 
文部科学省は制度発足前の2000 年から3 カ
年計画で，指導に必要な教員を確保するために，
主に数学，理科などの教員免許の既取得者を対
象に講習会を行った。期間が 15 日間だったこと
に加え，受講者の IT 能力が平均的に低く，促成
的な教員養成であったことは否めなかった。 
 また，2006 年に全国各地の高校で問題になっ
た「必修科目の未履修問題」，いわゆる「履修漏
れ」でも，「情報」が履修漏れの科目として含ま
れていた。さらに，2007 年には全国高等学校長
協会が文科省に生徒間の能力差の拡大傾向，指
導教師の確保の困難さを理由に，「情報」を必修
科目から外して選択科目とするよう要望するな
ど，高校段階での情報リテラシー教育に対する
認識は極めて希薄である。 
 以上，前章でみた大学生が置かれている情報
環境，学びの現状と，本章での情報リテラシー
教育に関する認識を基盤にし，次章のアンケー
ト・インタビュー調査を加えて，大学図書館の
新たな利用教育の在り方について考察を進める。 
 
4. アンケートとインタビュー調査 
 本章では，実際に大学生が日常的に大学図書
館をどう利用していのかを調査するため，図書
館利用教育を受けた後に焦点を当て，私立 B，C
両大学で，アンケート調査とインタビューを行
った。 
4.1 私立B 大学の調査 
4.1.1 情報の入手先とオンライン百科事典 
 まず，「大学の授業のレポート作成等で調べる
際，優先するのは本ですか？インターネットで
すか？」の設問に対する回答では，「本を利用す
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る」を選んだ学生は 23.5%であり，「インターネ
ットを利用する」と答えた学生は 75%.5 であっ
た。やはり，「便利で早いから…」や「すぐに調
べることができる」といった理由から，インタ
ーネットを利用すると答えた大学生が圧倒的に
多く，本よりもインターネットに頼る行動を確
認することができる。 
 また，「大学の授業のレポートを書く際に，
Wikipedia や Yahoo!百科辞典などのオンライン
百科事典で調べようとしますか？」の設問に，
「はい」と答えた学生は 55.9%であり，「いいえ」
と答えた学生は 40.2%であった。 
4.1.2 図書館利用教育と利用頻度 
 図書館利用教育に対して，「図書館利用教育を
経て，あなたは図書館利用教育を理解でき，活
用できていますか？」と理解度，活用について
聞いた結果が【図 3】であり，「理解でき，すご
く活用できている」が 10.3％と約１割の学生が，
入学初年次の図書館利用教育に満足していた。
「まあまあ理解でき活用できている」の 56.4％
と合計すると 66.7％と，3 人に 2 人が利用教育
を評価していることになる 
しかし，このアンケート調査を実施したのが
１年生の前期後半で，まだ多くのレポート提出
を求められたり，卒業論文に向けた研究に取り
組むには早い時期であることを考慮すると，こ
のアンケート調査だけで大学の図書館利用教育
が十分に行われていると判断するのは早計であ
ろう。 
 続いて図書館の利用頻度【図 4】をみると，月
１回以下しか利用していない学生が 35.0％と，
１年生前期の後半時点では３分の 1 強の学生が
入学後，数回しか大学図書館を利用していない
ことになる。一方，週 3〜４回が 9.6％，週１〜
２回が 29.9％と同じように約３分の１強の学生
が週に１回以上は図書館を利用していることに
なる。今回のアンケート調査では，利用の内容
についての設問は行わず，この数字だけでは断
定できないものの，B 大学での初年次の図書館
利用教育の実効性は学生の約 3 分の 1 と推測す
ることもできる。 
4.1.3 インタビュー内容 
 インタビュー調査に協力を得ることができた
学生に対して，聞き取り調査を実施した。以下
は 2010 年秋に行ったインタビューの内容であ
る。 
【A さん（１年生）】 
質問：大学入学後に，初めて大学図書館を利用
する時に何か困ったことは？ 
答え：読みたい本があったので，入学後の大学
図書館のオリエンテーションで図書館に行けば
…と思い，図書館にいったのですが，探してい
る本が，どこに置いてあるか分からなかったの
で探すのに困り，図書館の中をウロウロしまし
た。 
質問：どのような方法で解決したのか？ 
答え：その時は何とか自分で探すことができた
が，その後に受けたゼミ（基礎ゼミ）の授業で，
図書館の利用法や検索方法を聞くことができ，
その後は戸惑うことなく必要な本を探し出すこ
とができるようになった。 
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【B さん（１年生）】 
質問：初めて大学図書館を使う時，何か困った
ことはあったか？ 
答え：本の検索の仕方が分からなかったので困
った。 
質問：どのように解決したのか？ 
答え：図書館の職員さんに聞いて解決をするこ
とができた。 
【C さん（１年生）】 
質問：初めて大学図書館を使う時何か困ったこ
とは？ 
答え：自分自身が必要とする本が，まだ漠然と
している時に，具体的にどのように探したらい
いのか分からなかった。 
質問：どのように解決しましたのか？ 
答え：はじめは探し回ったが，見つからなかっ
たので，図書館の職員さんに聞いてアドバイス
をもらいながら，どの本が自分にとって目的と
している本なのかを検索して，借りることがで
きた。 
【Ｄさん（１年生）】 
質問：ＯＰＡＣを使ったことは？ 
答え：はい。 
質問：最初から，うまく使えたか？ 
答え：図書館のパソコンで検索した結果をメモ
して，本を探したが，実際に本の背中のシール
の，どの数字を見ればいいのか分からなかった。 
質問：どのように解決したのか？ 
答え：図書館の中に掲示してある説明を見たが，
よく分からず，結局は図書館の人に聞いて，探
し出すことができた。それからは，最初の時よ
りは簡単に欲しい本を探し出すことができるよ
うになった。 
4.2 私立C 大学の調査 
4.2.1 利用教育の印象度の変化 
「大学に入学してから「新入生のためのオリ
エンテーション」や「基礎ゼミ」（授業）などを
通じて，大学で「図書館利用教育」（図書館の
OPAC 検索や館内の利用方法・利用時間等）を
紹介・教えていただいた事はありますか？」に
対する回答を，学年別に集計したのが【図 5】で
ある。 
注目すべき点は，同大学では入学初年次に大
学図書館のオリエンテーションが行われており，
全員が「はい」と回答した２年生以外の３年生，
４年生も入学時にオリエンテーションを受けて
いる。 
それにも関わらず，３年生では「はい」と回
答した学生が 60％，４年生では 54.5％と，学年
が高くなるほど比率が低くなっている。大学入
学後，最初の図書館利用教育でもあるオリエン
テーションを受けたことを時間の経過とともに
失念してしまっている。大学図書館の「存在の
印象付け」が十分になされなかった結果である。 
4.2.2 レポート作成の情報源と 
      オンライン百科事典 
【図 6】のグラフは，「大学の授業のレポート
作成等で調べる際，優先するのは本ですか？イ
ンターネットですか？」の設問に対する学年別
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の回答である。この調査では「本」と回答した
学生が２年生 22.2％，３年生が 30％，４年生が
45.5％と高学年になるほど高くなっている。反
対に「インターネット」は，77.8％，70％，54.5％
と学年が上がるにつれて低くなっている。 
 次に「大学の授業のレポートを書く際に，
Wikipedia や Yahoo!百科辞典などのオンライン
百科事典で調べようとしますか？」と質問した
結果が，【図 7】のグラフである。このアンケー
トでは学年による大きな差は見受けられず，
60％前後の学生がインターネット上の百科事典
である Wikipedia，Yahoo!百科事典を利用して
いることになる。 
4.2.3 インタビュー内容 
私立 C 大学では 2010 年秋に，4 人に対してイ
ンタビューを行った。内容は以下の通り。 
【E さん（2 年生）】 
質問：図書館利用教育を聞いて理解できたか？ 
答え：あまり印象に残ってない。 
質問：どうしてですか？ 
答え：やはり，図書館に行く頻度が少ないから。 
【F さん（3 年生）】 
質問：図書館利用教育を聞いて理解できたか？ 
答え：初めはあまり印象に残ってない。しかし，
自分の意志で行くようになると，図書館が身近
なものになってきた。  
【G さん（3 年生）】 
質問：大学図書館の利用方法を聞いてどのよう
な印象を持ったか？  
答え：使い方は，高校のものとあまり変わらな
いように感じた。  
質問：図書館利用教育を聞いて理解できたか？  
答え：あまり理解できていない。  
質問：どうしてですか？  
答え：内容が短いため。なにか怖いイメージが
あった。  
【H さん（3 年生）】 
質問：大学図書館の利用方法を聞いてどのよう
な印象を持ったか？  
答え：とくに印象には残っていない。基本的に
高校の時と変わらない。  
質問：どうして印象に残っていないのですか？  
答え：図書館を使う時はテスト前で，基本的に
はパソコンで調べている。  
4.3 分析結果 
 私立 B，C 両大学で行ったアンケート調査と
インタビューによる聞き取り調査の結果を集約
すると，以下の 6 点になる。 
(1) 本よりもインターネットを利用して，レポ
ート作成に必要な情報を収集。 
(2) 図書館利用教育を理解できている学生ほ
ど図書館の利用頻度が高い。 
(3) 大学図書館に行っても，本が置いてある場
所が分からない。 
(4) 目的にあった本を，どのように探すのか分
からないという意見が多い。 
(5) そういった問題を解決するために大学図
書館の職員による個別の援助が必要。 
(6) ただ，授業を通して解決できたこともある。 
 
5. 大学図書館利用教育の現状と問題点 
5.1 図書館利用教育の概要 
日本図書館協会利用教育委員会が 1998 年に
編集した『図書館利用教育ガイドライン −大学
図書館版− 』では，「従来行われてきたオリエン
テーション・レベルの限界を突破し，すべての
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利用者，つまり学生を，より自立した情報の使
い手とするかという，対象者の拡大と内容の高
度化である」と，その課題を示している。 
 さらに「大学教育のカリキュラムの中にこれ
を組み込み，全学的な情報教育の統合化を達成
しなければならない」を到達点とし，「図書館主
体で行う図書館利用教育の体系化と組織化を図
り，大学教育に図書館として積極敵に貢献する
ことを目指す」ことを求めている。 
上記のガイドラインに沿って，現代の大学に
おける図書館利用教育を体系的に見ると，その
目標は「利用者のニーズと情報利用能力の達成
度に合わせて設定すべき」とされ，以下の５段
階にわたる図書館利用教育が求められている。 
(1) 存在の印象付け 
(2) サービス内容の紹介 
(3) 情報探索法の指導 
(4) 情報整理法の指導 
(5) 情報表現法の指導 
 最初の段階である(1)は各自の情報ニーズを充
たす機関として大学図書館の存在を印象付け，
必要が生じた場合に利用しようという意識を持
つようにする。 
 次の(2)については，各自の利用する図書館の
施設，設置，サービスおよび専門的職員による
支援の存在を紹介し，その図書館を容易に利用
できるようにする。続く(3)の段階では情報の特
性を理解すると同時に，各種報源の探し方と使
い方を知り，主体的な情報探索ができるように
する。 
 さらに(4)では，メディアの特性に応じた情報
の抽出・加工・整理・および保存ができるよう
にする。最後の(5)は情報表現に用いる各種メデ
ィアの特性と使用法を知り，目的に合った情報
の生産と伝達が出来るようにする。守るべき情
報倫理も伝える。 
5.2 大学図書館利用教育の変遷 
次に大学図書館における利用教育の変遷につ
いて，その概要をみる。多くの大学で，利用者，
つまり学生に対する利用教育がスタートしたの
は，おおむね 1960 年代からである。それまでは，
入学後に大学図書館の基本的なサービスのオリ
エンテーションや，利用案内の小冊子が配布さ
れる程度であった。 
1960 年代に入って，「論文の書き方」といっ
た授業の一部で，当時の「図書目録カード」を
使用した文献探索法を図書館職員が簡単に説明
するに止まっていた。 
大学における図書館利用教育が大きな変化を
見せたのは，1970年代から1980年代であった。
1960 年代にアメリカ議会図書館で，書誌情報を
機械が読める形式で表現し，通信できるデータ
フォーマットと通信プロトコルの規格である
MARC5（機械可読目録）が定められた。その後，
米国の大学では1970年代後半から1980年代に
大型コンピュータが導入され，大学図書館の図
書目録もデジタル化され，蓄積されるようにな
った。 
日本では 1980 年後半になって，一部の国立大
学の大学図書館で蔵書管理，業務システムとし
てコンピュータが導入されるようになり，1990
年代半ばには多くの大学で，OPAC（Online 
Public Access Catalog＝オンライン蔵書目録）
の導入が進んだ。 
導入当初は，学内 LAN に接続された端末によ
る学内での使用に限られたが，国立情報学研究
所よる NACSIS CAT6によって，大学間の横断
的な検索も可能になった。 
また，学術情報のデジタル化，外部の商用デ
ータベースへのオンライン接続など，1980 年代
後半には，さらに利用教育へのニーズが高まり，
大学図書館は従来の利用教育に加えて，コンピ
ュータ操作といった，いわゆる「コンピュータ・
リテラシー」に関わる利用者教育も求められる
ようになった。 
同時に 1990 年代の後半からは，ネット環境は
大学構内の LAN 接続に止まらず，インターネッ
ト環境が整備され，学生が個人で使用するパソ
                                                     
5 Machine-Readable Cataloging 
6 国立情報学研究所：目録所在情報システム 
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コンが普及した。インターネット上には，あら
ゆる情報が溢れ出し，Web2.0 の情報社会に突入
した 2005 年前後にはGoogle に代表される検索
サイト，Blog，SNS(Social Networking Service)
など多くのプラットホームが出現した。これら
の激しく変化する情報環境に学生が適応し，適
切に活用するための教育，つまり情報リテラシ
ー教育についても図書館利用教育に包含される
ようになった。 
 加えて，大学でのレポートや論文作成に，イ
ンターネット上のオンライン百科事典などの記
述を，そのままコピー・アンド・ペーストした
り，ネット上の情報をそのまま安易に複写する
など情報倫理上の教育，コンピュータ・セキュ
リティ上の指導など，広範な分野での利用教育
が求められるようになった。 
5.3 図書館利用教育の現状 
5.3.1 「学術情報基盤実態調査」にみる現状 
文部科学省が毎年，実施している『学術情報
基盤実態調査』7を参考にする。この調査は 1966
年から実施（当初は大学図書館実態調査）され
ており，2008 年の実態調査の「大学図書館の運
営・サービス面における課題」の項目を見ると，
「利用者サービスの向上」，「大学図書館の位置
付けの明確化」に次いで３番目に挙げられてい
た「情報リテラシー教育の充実」が，翌年の 2009
年には，前年の 42.4％から 10 ポイントあまり増
加して 53.6％を占め，「利用者サービスの向上」
に次ぐ２位に挙げられている。わずか 1 年で，
大学の情報リテラシー教育が大学図書館の運
営・サービス面での課題として強く意識される
ようになった現れであると理解できる。 
しかし，「全学生に対する情報リテラシー教育
の実施内容」の項目を見ると，「学内 LAN を利
用するために必要な操作方法やルール」，「倫
理・マナー」，「学内システム，（アプリケーショ
                                                     
7 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/22/07/ 
__icsFilesafieldfile/2010/07/15/1295790_1.pdf 
                   （確認：2010/1/15） 
 
ン）ソフトウェアー，データベース等の利用方
法」，「情報セキュリティ」が上位を占め，その
後に「情報検索技術」が続いている。 
2009 年の実態調査では調査対象の 760 校の
93.9％にあたる 714 校で情報リテラシー教育が
実施されているが，情報リテラシー教育の内容
を見る限り，アプリケーション・ソフトウェア
の利用方法，セキュリティなどに重点が置かれ，
本来の意味での「情報リテラシー教育」につい
ての認識は，いまだに多くの大学で十分になさ
れていないのが現状である。 
5.3.2 他大学の現状 
 本項ではアンケート調査を実施した 3 大学以
外のいくつかの大学の利用教育，情報リテラシ
ー教育の現状を見る。分類すると「オリエンテ
ーションに図書館員が参加している大学」，「授
業の一部を利用する」，「単位が付与されている
大学」のに分類できる。大半の大学で実施され
ている「オリエンテーション…」は除外し，他
大学の図書館利用教育の現状を見る。 
・授業の一部を利用 
授業の一部を利用して，図書館員が利用方法
を説明している大学は，国際基督教大学，梅花
女子大学，三重大学，立命館大学，明治大学，
東京学芸大学などである。 
 国際基督教大学は，英語教育プログラム（ELP
＝English Learning Program）を行っているが，
目標は英語を学ぶのではなく，「英語は学ぶた
め」の手段であり，同大学での学問に不可欠な
考え方や「Critical Thinking」の習得である。
そのELPと図書館利用教育と合わせて1年生と
2 年生のために授業の一部を使い，図書館利用教
育，情報リテラシー教育を行っている。 
梅花女子大学は，「基礎演習」の授業の一部を
通して図書館利用教育を行っている。利用教育
の内容は，レポート作成時に利用する図書館の
効率的な利用方法を図書館司書がレクチャーし，
情報リテラシー教育も行われている。 
三重大学は，「情報科学基礎」の１コマで図書
館利用教育を行っている。授業内容は情報リテ
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ラシーについて，OPAC の検索と実習，雑誌記
事索引の紹介などが含まれ，検索例と実習課題
は学部・学科にあわせてカスタマイズされてい
る。 
 立命館大学は，「情報リテラシー」科目の中に，
図書館における資料検索・情報活用関連の講座
を数コマ組み入れ，2003 年から実施している。
授業内容は，図書館の利用方法，情報の選別，
各種データベースの検索方法，著作権・引用，
練習問題，検索から貸出までである。講師は専
任職員およびレファレンス・ライブラリアンが
担当している。 
・単位が付与される授業を実施している大学 
 単位が付与されている大学として，大阪市立
大学，東北大学，名古屋大学，金沢大学などの
国公立大学，明治大学，早稲田大学などの私立
大学が挙げられる。 
 大阪市立大学では，「１回生セミナー」という
初年次教育を通して，レポート作成を中心とし
た少人数教育を行っており，多くのクラスでは
担当教員が図書館利用法，情報探索法の指導を
行っている。 
 東北大学では，2004 年から「図書館を活用し
た情報探索・レポート作成術」の授業をスター
トさせた。この授業の目標は，レポートを完成
させることであり，大学図書館を活用しながら
レポート作成法や情報探索法を指導している。 
 明治大学では，図書館員と大学教員が一体と
なり，3 年生から 4 年生を対象とした「図書館
利用教育」という授業を行っている。教育内容
は情報リテラシー教育に，表現法の指導を加え
た内容である。 
5.4 図書館利用教育の問題点 
5.4.1 情報環境との乖離 
 『図書館利用教育ガイドライン― 大学図書館
版―』が編集されてから 10 年あまりが経過し
た。この間に情報環境は急激に変化し，ガイド
ラインで示されている学生への大学図書館の利
用法の紹介，情報の検索，整理などの指導だけ
では，明らかに現実とは乖離してしまった。 
ガイドラインが示された 1998 年には，イン
ターネットの普及が始まってはいたものの，こ
の時点でのガイドラインの，(3)情報検索の指導，
(4)情報整理法の指導といった項目については，
1990 年前後から 1990 年半ばにかけて，大学図
書館に導入されたOPAC による情報検索法を中
心に，電子ジャーナル，商用データベースでの
情報検索，情報整理に関する指導に主眼が置か
れていた。 
米澤の先行研究8でも「情報探索法は情報リテ
ラシーの一面にすぎず，情報の評価からレポー
ト作成での効果的な利用法までの相対的な学習
支援を行わなければ，本来の目的を果たすこと
ができない」と今後の情報リテラシー教育をウ
ェブ主流時代の認識から出発する提案を行って
いる。 
しかし，2006 年の米澤の問題提起と前後する
ように，「Web2.0」と呼ばれるインターネット
の新しいプラットホームが出現した。「Google」
に代表される検索サイト，オンライン百科事典
「Wikipedia」，個人が容易に情報を発信できる
「ブログ」など，我々が情報を検索，収集する
環境が劇的に変化した。さらに，近年では，
「twitter」や「Face book」とソーシャル・ネッ
トワーキング・サービス（SNS）へとシフトを
はじめ，コミュニケーションの様相さえ変化さ
せている。それだけに現状と図書館利用教育ガ
イドラインの乖離が，まず問題点として挙げら
れる。 
5.4.2 高校の「情報」教育との連携不足 
高校（普通科）では 2003 年から「情報」が
必修科目として設けられており，本研究で行っ
たアンケート調査の対象者は，ほぼ全員が高校
で「情報」を履修し，大学に進学している。 
しかし，澤田の先行研究9では，各地の大学で
                                                     
8 米澤誠，『大学図書館は大学教育に貢献できるか －「図
書館をとりこんだ学習」の実現に向けて －』，第 47 回中四
国地区大学図書館研究集会基調報告予稿，2006 年 
9 澤田大介『高等学校における情報化の現状と課題』，調査と情報 04
号，国立国会図書館，2008年  
44
  
 
 
2006 年の大学入学者に対して行われたアンケ
ートやテストの結果をまとめた論文に触れ，「総
じて，コンピュータに関する基礎技能は情報科
では不十分であり，大学で通用するレベルには
達していないため，従来の大学における情報教
育は引き続き必要」という結論を紹介している。
高校の「情報」教育には，いまだに多くの問題
点を抱えていると同時に，高校側と大学との認
識にズレが存在し，高校－大学間の連携も希薄
なことが，大学での混乱につながっている。 
5.4.3 持続性の欠如 
 また，これまでの先行研究やアンケート，イン
タビュー調査を整理すると，入学初年次に大学図
書館が短時間で行う図書館利用教育は，総じて「あ
まり印象に残らない」とされ，専門課程に移る 3 年
生以降も，大多数の学生は，便利さ，手軽さに
優るインターネット利用を中心にした情報収集
を続けていることが明らかである。 
 前出の『図書館利用教育ガイドライン』の最
初のステージともいえる大学図書館の「存在の
印象付け」も，デジタル・ネイティブと呼ばれ
る学生には，ある一定のインパクトさえ与えて
いないのが現実である。 
 
6. 大学図書館に求められる図書館利用教育 
6.1 図書館利用教育ガイドラインの見直し 
 5.4.1.「情報環境との乖離」でも指摘したよう
にガイドラインが公表されてから，すでに 10 年
あまりが経過した。この間に我々を取り囲む情
報環境は激しく変容した。大学生の学びの在り
方に大きな影響を与えたのは言うまでもなく，
同時に大学図書館の大学教育への関わり方も問
われている。 
アンケート，インタビュー調査でも明らかに
なったが，大半の大学，大学図書館が取り入れ
ている入学初年次の図書館利用ガイダンスでの
「存在の印象付け」「サービス内容の紹介」は，
その目的を果たせず，次のステップである「情
報検索法」「情報整理法」「情報表現法」の指導
にもつながっていない。 
そこで本研究では，このガイドラインを引き
継ぎ，あらたに「情報読解に関わる指導」「メデ
ィア・リテラシーの指導」の 2 項目を加えて，
ガイドラインの再構築を試みる。2 項目は互いに
関連を持つ項目ではあるが，あえて区別して考
察する。ガイドラインの対比を【図 8】に示した。 
 
    図書館利用教育ガイドラインの見直し案【図 8】 
 
【従来のガイドライン】   【新たなガイドライン】 
 
(1)存在の印象付け 
(1)存在の印象付け      (2)サービス内容の紹介 
(2)サービス内容の紹介      (3)情報検索法の指導 
(3)情報検索法の指導       (4)情報読解の指導 
(4)情報整理法の指導          (5)メディア・ 
(5)情報表現法の指導        リテラシーの指導 
(6)情報整理法の指導       (6)情報表現法の指導 
               (7)情報整理法の指導 
                        
 
 
アンケート調査でも明らかになったように，
入学初年次の学生の多くは，PC の利用に比較し
て情報量が十分でなく，情報には不向きな携帯
電話を情報検索のツールとして使用している。
また，Google など検索サイト，Wikipedia に
代表されるオンライン百科事典などインターネ
ット上の情報に対する依存度は極めて高い。 
このような現状を踏まえて，まず本研究で新
たに提案したガイドラインで追加した(4)情報読
解の指導，(5)メディア・リテラシーの指導の 2 
点に関して，その概要を記述する。 
6.2 情報読解とメディア・リテラシ  ー
新たなガイドラインでは， (4)情報読解の指導，
(5)メディア・リテラシーの指導 −−の順に提案し
たが，情報リテラシー教育では並行して指導す
るのが現実的であろう。初年次の大学図書館利
用教育のカリキュラムに組み込まれる情報検索
法は OPAC が中心になるが，インターネットを
利用する情報検索に関する指導も含まれるのは
指摘するまでもない。 
前出の米澤の先行研究では「ウェブ主流時代
という認識から始める」と問題提起されている
45
  
 
が，高校の「情報」での授業が，ワープロ，表
計算などのアプリケーションの操作などに偏重
しがちだったことを考慮すると，まずインター
ネットの「自立」「分散」「協調」といった特質
を基礎的な知識として学生に植え付けることが
求められる。 
さらに，学生が主に利用するGoogle，Yahoo!
の検索サイト，オンライン百科事典のWikipedia，
さらにはブログといったサイトについて，その
登場の過程，運用の仕組みなどを紹介し，利便
性だけではなく，インターネット上の情報の脆
弱さも同時に示すことが重要である。 
また，ネット上では，Google，Wikipedia と
いったサイトの情報だけではなく，公官庁の発
表，統計資料，会社のニュース・リリースなど
の閲覧が可能になった。ただ，発信源が公官庁
や一般的に認知された企業の情報であっても，
ネット上での情報は公表にいたったバックグラ
ウンドを容易には読み取れないケースが多い。 
3.1.「情報リテラシーの概要」で示した情報リ
テラシーのレイヤー構造の「批判的思考」に該
当するリテラシーとして，統計資料にしても，
分析の切り口を錯誤すれば「数字のウソ」につ
ながることになる。こういった情報の読解に関
する能力は，大学の在学中だけではなく，情報
社会の現代においては，それぞれの個人が情報
をフィルタリングし，真偽を見抜く能力を向上
させ続けることが求められており，その基盤を
大学で整えておくことが重要である。 
 メディア・リテラシーは「情報の読解」と深
く関わっている。ただ，ガイドラインの 1 項目
として加えたのは，既存メディアであるマス・
メディアに対する我々の「批判的思考」の見直
しが迫られているからである。 
インターネットの出現によって，新聞をはじ
めとした既存のマス・メディアは変容を求めら
れている。既存のマス・メディアだけが独占的
に収集していた「情報」が，ネット上でも収集，
公開されるようになり，既存の媒体によって意
図的に公表されなかった事実が明らかになるな
ど，既存のマス・メディアに対するメディア・
リテラシーの見直しも求められている。 
6.3 初年次教育 
 大学初年次の利用者教育で最初の入口といえ
るのが大学図書館の存在の印象付けである。し
かし，アンケート調査の結果からも分かるよう
に，学年が進むに連れて，その印象は希薄にな
っているのが現実だ。 
 入学初年次に，従来通りの大学図書館のガイ
ダンスやサービス内容の紹介を実施するだけで
は，インターネットが提供する情報環境と比較
して，学生の意識のなかでは大学図書館の存在
感は希薄になってしまっている。それだけに「な
ぜ大学図書館が必要か？」「インターネットでは
享受することのできないサービスとは何か？」
といった初年次教育を行い，新入生にとっては，
いわば「カルチャー・ショック」ともいえるイ
ンパクトを与えない限り，効果的な利用教育に
は結びつかない。 
具体的には，アンケート調査の対象にした公
立A 大学，私立 B 大学など，いくつかの大学で
履修科目とされている「1 回生セミナー」，「基礎
ゼミ」などの科目のなかで実施する利用教育で
ある。 
初年次の前期15コマのうち5コマ前後を図書
館職員が担当し，情報リテラシー教育，図書館
利用教育に当てる。ここでは，図書館利用に関
するガイダンス的な内容よりも，インターネッ
トの特質，インターネット上の情報の脆弱性な
どの基礎的な内容を盛り込むことが重要ではな
いだろうか。 
OPAC を利用した蔵書の検索など図書館利用
のノウハウについては，実際に検索端末を操作
し，さらに検索で抽出した書籍の所蔵位置を確
かめるなどの指導も行われるべきで，インタビ
ュー調査でも，この段階でつまずく学生が多か
った。 
また，これらの科目では教員の指示で各学部，
学科に即したテーマを与え，図書館の蔵書，資
料を利用したレポート作成を課すカリキュラム
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も考慮されるべきである。このレポート作成に
図書館職員がアドバイスすることで，大学図書
館のサービス内容を実体験できる。レポート作
成でのアプリケーションの操作方法に関しては，
可能であれば習熟度別のクラス編成も考慮され
るべきである。 
6.4 持続的な図書館利用教育 
 持続的な利用教育という課題から見れば，2
年生では引き続き，教員と図書館職員が連携し
て，学生に対して大学図書館を活用したレポー
ト作成を課して，本研究で提案したガイドライ
ンに沿って学生の基本的な習熟度を高めること
が必要になる。 
専門課程に入る 3 年生では各ゼミで，2 年生
までと同様に，教員と図書館職員が連携して学
部，学科に即した図書館利用教育を，可能であ
れば前期の早い時期に実施するのが効果的であ
る。 
ここでは，NACSIS-CAT，NACSIS-ILL10，
CiNii11，NDL-OPAC12，学術機関リポジトリな
どの活用方法に加えて，それぞれの大学図書館
で利用できる電子ジャーナル，商用データベー
ス，新聞記事データベースの紹介など，学部，
学科に沿ったガイダンスが望ましい。 
また，4 年生では卒業論文の執筆に向けて学
生が個別テーマを設定し，取り組みをはじめる
が，この段階でも大学図書館が深く関わるレフ
ァレンスによって教育支援を行うことができれ
ば理想的な図書館利用教育として，大学図書館
が大学教育の重要な位置を占めることになる。 
6.5 履修科目としての情報リテラシー教育 
 さらに踏み込んだ利用教育として，初年次の
必修の履修科目として，ガイドラインで示した
(1)～(7)の基礎的な教育を行っている大学の事
例もある。 
この方策で，初年次に一定のレベルに達する
ことができれば，2 年生以降は学生のニーズにそ
                                                     
10 国立情報学研究所：図書館間相互貸借・文献複写システム 
11    同上    ：学術情報ナビゲータ  ー
12 国立国会図書館：雑誌記事検索 
って図書館職員による適切な利用教育，ｅ−ラー
ニングの活用など複合的なサポートによって，
個々の学生のレベルアップにつながると考えら
れる。 
少なくとも，初年次の「1 回生セミナー」「基
礎ゼミ」といった履修科目において，シラバス
に情報リテラシー，図書館利用教育を組み込み，
さらには成績の評価対象になることを明記する
ことが，受講する学生の意識の喚起につながる。 
6.6 新たなガイドラインに沿った 
           教育プログラム（案） 
最後にガイドラインに新たに組み込んだ(1)情
報読解に関わる指導，(2)メディア・リテラシー
への取り組み － の２点を，どのように教育プ
ログラムに組み込むか考察する。 
まず，この科目を情報リテラシー，図書館利
用に関する講義内容の必修の履修科目で，初年
次の前期に実施されると仮定する。また，講義
内容にはコンピュータ・リテラシーに関する講
義も含まれるものとする。 
この科目でメディア・リテラシーに触れるこ
とができるのは，全体の 3 分の 1 程度，講義回
数にして 4〜5 回前後になるのではないか。以上
のような仮定に基づいて，講義内容を想定する
と講義内容は以下の 5 回になる。 
(1) メディア・リテラシーとは－発信者と受容者 
(2) 情報産業としての既存メディア 
       （主に新聞・出版，テレビ）の特質 
(3) 新聞報道，出版の現状と問題点 
                   －具体例を提示して 
(4) テレビ番組の現状と問題点  
               －同上 
(5) 既存メディアとネット・メディア 
 (3)〜(4)については，問題となった新聞の報道
内容，テレビの番組内容を具体的に取り上げて，
既存メディアが発信する情報に対して，読者な
り視聴者がどのように受け取ったかを検証し，
批判的思考の必要性を認識させる。(2)の情報産
業としての既存メディアの特質について考察を
加えることも重要である。さらに，(5)ではネッ
ト・メディアの出現によって，既存メディアが
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どのような影響を受け，何が問われているのか
についても明らかにする。 
 15 回の講義のうち上記の情報リテラシーに 5
回をあて，残りの 10 回を図書館利用教育とコン
ピュータ・リテラシーに配分する。こういった
大学，大学図書館が連携したプログラムによっ
て，学生の図書館利用に対する意識付け，情報
リテラシーの向上に結びつき，同時に大学生に
「学びの在り方」について，再考を促すことに
も繋がるのではないだろうか。 
7. おわりに 
大学生が置かれる情報環境，情報リテラシー
教育を概観し，そしてアンケート調査とインタ
ビューによって大学生の学びの現状に迫り，大
学図書館利用教育の現状と問題点を整理した。
その上で，現在の情報環境における大学図書館
に求められる図書館利用教育を提案した。 
大学は，それぞれに理念や教育目標を掲げて
おり，大学図書館利用教育についても，その方
針に差異はある。だが，今こそ，大学と大学図
書館が密接に連携した情報リテラシー教育と図
書館利用教育が求められている。 
□   □   □   □ 
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